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1 なぜ行財政改革を進めるのか？

～目的～

～手法～

《行財政改革》

社会保障費が増大する中，「暮らしの質の向上」と「都市の成長」を実現する都市と
なるためには，福岡市の強みを活かし，自立分権型の市役所となる必要がある。

★量的改革だけではなく，質的な行財政改革
　を推進し，好循環を目指す！

①成長戦略の実現

– 今後も２０年間人口が増加し続ける都市へ
– ２５０万都市圏として九州の成長エンジンに
– 三大都市圏に次ぐ日本の「第二のエンジン」に
– 福岡のポジションは変わった

②福岡市役所の体質改善

– 意思決定を行うに当たって，透明性を確保し，
　市民への説明責任を果たす
– 常に変化する市民ニーズを的確に捉え，市民の
　「納得」や「共感」を常に念頭に置きながら仕事

を進める

 – 「選択と集中」を実現する
    筋肉質の市役所へ

ムダを省く！

市民に信頼
される！

市民満足度を
高める！

選択と集中！

    やる気を
    引き出す！

最適化

①成長戦略を実現するために必要な
　財源を確保する
②社会経済情勢や市民ニーズに的確
  かつ迅速に対応するため，行政運営
　の仕組みや 発想，手法を抜本的に
　見直す
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2 これまでの行政改革の取組み

○

平成10年度
　～平成14年度

主な実施項目

平成９年度
　行財政構造改革
     基本指針

平成１１年度
　第２次
     行財政改革大綱

実施期間

福岡市においては，市制が施行されて以降，ゴミの収集業務や民間保育所整備，下水処理場運転業
務，港湾整備，地下鉄運行業務など，他都市に先駆けて民間活用等に取り組んできた。

主な内容

・ＤＮＡ運動発表大会「ＤＮＡどんたく」の実施

・プロポーザル運動の実施

・ＢＰ(ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ)探検隊の設置

・「出前講座」の導入

・市民視点での案内表示改善等

・民生局と衛生局の統合
（保健福祉局の設置）

・保健所の区役所への編入

・区役所課長の地区担当者制の導入

・美術館協会・博物館協会の統合等，
　　　　　　　　外郭団体４団体削減

・保健所と福祉事務所の統合
　　　（保健福祉ｾﾝﾀｰ設置）
・経営会議の設置
・職員定数を157人純減
・(財)国民宿舎公社の解散等,外郭団体
　５団体削減

平成12年度
　～平成18年度

①行政組織・機構の整備
②行政運営システムの見直し
③人材の育成・活用と職員定数の適正管理
④外郭団体の見直し

①類似事業の再編統合
②的確なニーズの把握と施策の選択
③市民と行政の相互協力と役割分担の明確化
④官民の役割分担の明確化
⑤適切な施設整備や地域施設の活用
⑥投資の重点化・効率化

①自律した行財政運営の推進
②市民が主役の市政の推進
③行政の透明化の推進
④民間活力導入の推進

平成１２年度
　ＤＮＡ２００２計画

①ＤＮＡ運動
②行政マーケティング運動
③プロポーザル運動
④民間型経営システム
⑤行政評価・企業会計ｼｽﾃﾑ
⑥現場自律管理ｼｽﾃﾑ
⑦ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの確立
⑧市民自治体制
⑨ｺﾐｭﾆﾃｨの自律経営

プラン名

平成12年度
　～平成14年度

平成8年度
　～平成10年度

平成７年度
　行財政改革大綱

質
的
改
革
の
導
入
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（部門別の改革プラン等）

○ 補助金等のあり方及び見直しの方策 (H16～)

○ 外郭団体改革実行計画 (H20～)／外郭団体経営評価 (H23)

○ 人材育成・活性化プラン (H22～)

○ 組織マネジメントシステム (H17～)

プラン名 実施期間

平成16年度
　～平成19年度

主な内容

【行政改革プラン】
①コンプライアンスの向上
②傾聴と対話及び情報の提供
③市民との相互協力
④サービスの向上
⑤事務や事業の評価と見直し
⑥民間能力の活用
⑦効率化とスリム化
⑧外郭団体改革
⑨マネジメント改革
⑩組織風土改革
⑪職員の意識改革
⑫人材育成・活性化

など

【行政経営改革プラン】
①自らを律する，スリムで透明な行政
②行政の役割や関与のあり方の見直し
③地域コミュニティへの分権と共働
④仕事のやり方の改革
⑤改革にチャレンジする職員の育成・支
援　　など

主な実施項目

・自治協議会制度の導入
・指定管理者制度の導入
・庁内ベンチャー制度の導入
・人材育成活性化プランを策定
・庁内報「ふく・よか通信」を創刊
・職員表彰「改善改革部門」を創設
・職員数を240人純減
・(財)勤労者福祉センターの解散等，外郭団体
　８団体削減

・H23年度職員数9,784人となり，H26年度の約9,800
 人とする目標を3年前倒し達成

・技術系組織の再編
　－ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ及び技術分野の組織を財政局に
　　設置
　－都市整備局と建築局の統合
　　　（住宅都市局の設置）
　－土木局と下水道局の統合
　　　（道路下水道局の設置）

・ＮＰＯ共働事業提案制度導入
・行政評価（事業仕分け）実施
・市立病院の地方独立行政法人化
・(財)下水道資源センターの解散等，外郭団体
　２団体削減

平成20年度
　～平成23年度

平成１６年度
　行政経営改革プラン

平成２０年度
　行政改革プラン

量
的
改
革
　
＋
　
質
的
改
革

量的改革についての課題は，おおむね整
理され，どのように実行していくかの段階
であるが，質的改革については，更なる改
革の余地がある。
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量的改革の成果

福岡市では，他都市に先駆けて民間能力の活用など行政改革に取り組んできた結果，政令指定
都市の中で人口あたり最少の職員数，人件費比率となっている。

4



質的改革の現状

福岡市役所の信頼度，業務改善を続けている職員の割合などの数値は改善しているものの，当
面の目標は未達成。民間能力の活用やＩＣＴ活用による効率化には展開の余地がある。

38.0%
41.0%

55.9%

46.4%

35.1%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

１８年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

81.6%
79.8%77.7%78.1%

75.9%

60%

70%

80%

90%

100%

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

福岡市の行政は信頼できると思っている市民の割合

※ 市民を対象とした「市政アンケート調査」にて，「信頼でき
る」又は「どちらかといえば信頼できる」と回答した方の割合。

業務改善を続けている職員の割合

※ 職員を対象とした「職員意識調査」にて，「あなたの職場で
は，市民からの苦情や要望に対して　迅速に的確に対応するた
め，常に市民ニーズを把握し改善を続けていると思うか」という質
問に対して，「そう思う」又は「少しそう思う」と回答した職員の割
合

目標（90%)

目標（60%)

民間能力の活用・市民との共働

10410398
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10%

30%

50%

70%
（手続数）

オンライン利用率

オンライン手続数電子行政サービス事例

オンライン利用できる行政手続数・利用率

○区役所・公共施設窓口における証明書発行手数料や施設利用料等の
　電子マネー（はやかけん）決済（平成２２年５月）【政令市１番目】
○市税の電子納税の開始（平成２４年４月）【政令市４番目】
○コンビニエンスストアでの住民票等証明書の交付（平成２4年８月予定）
　【政令市１番目】

○指定管理者の導入
　　　【H24】382施設

○地方独立行政法人化
　　　【H22】地方独立行政法人 福岡市立病院機構 設立

○ＮＰＯ共働事業提案制度
　　　【H20～H23】86事業提案→20事業採択

○ＰＰＰ（官民協働事業）
　　　【H23.6】「福岡ＰＰＰプラットフォーム」設置
　　　【H24.4】「官民協働事業（PPP）への取り組み方針」策定
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単位：億円
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　政令指定都市移行後、立ち遅れていた都市基盤・生活基盤（道路・下水道・文化・スポーツ施設等）の整備を
積極的に進め、その財源として市の財政力を超える水準の市債発行を行った。
　その結果、平成14年度以降、公債費が1,000億円を超える状態が続いている。

　市債発行額と公債費の推移（一般会計）

市 債 発 行 額 の 抑 制

　公  債  費 ( 性質別 )

   　（  元金 ＋ 利子 ）

※23年度市債発行額には前年度からの繰越を含む。

臨時財政対策債
以外の市債発行額

臨時財政対策債発行額

ユニバーシアード
関連施設整備など

国の大型景気対策などよかトピア・国体関連 臨時財政対策債の増加

社会資本の積極整備による快適な生活環境の確保
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3 これまでの財政健全化の取組み

Ⅱ．財政リニューアルプラン（平成20年6月策定）　〔計画期間：平成２０年度～２３年度〕

・目標１　市債発行の抑制

・目標２　財源不足の解消

・市債発行額は、臨時財政対策債の増加額を除くと、プラン
　目標とした発行額（450～500億円）の範囲内。
・市債残高は、毎年度着実に減少し、ピーク時（１６年度）に比
　べて２４年度末は約2,335億円の縮減見込み。

・実質公債費比率は、市債発行に国の許可を要する18％以

　上を下回っている。（ ２２年度決算で16.4%）

平成23年度における一般会計の市債
発行額を450～500億円程度に抑制す
ることを目標として段階的に縮減する。

「中期財政見通し」により見込まれる
566億円(H21～H23）の財源不足につい
て、行財政改革に取り組むことにより、
確実に解消する。

 ・リーマンショックの影響を受けて、実態の財源状況はさらに
厳しいものとなったが、臨時財政対策債を含む地方交付税等
の増加や、毎年度の事業見直しにより、財源不足を解消。

・市民にとってわかりやすい
　財政情報の提供

・「ふくおかしの家計簿」、「財政のあらまし」の発行
・予算見積や調整の概要をホームページで公開

Ⅰ．財政健全化プラン（平成１６年度～１９年度）

・目標１　市債依存度１０％～１２％
・目標２　プライマリーバランスの堅持
・目標３　経常経費の縮減

・市債依存度は，１７年度以降，目標を達成。
・ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽは，１２年度以降，連続して黒字を堅持。
・１７～１９年度の３年間で，経常経費を179億円縮減。

量的な改革には一定の成果があったが、限りある経営資源の効果的・効率的な活用や、情報
提供等の質的な改革には課題がなお残っている。
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福岡市の人口推計（年齢階層別）

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

〔人〕

生産年齢人口（15歳～64歳）

老年人口（65歳以上）

年少人口（14歳以下）

４．財政見通し
　（１）　福岡市の人口推計

※企画調整部推計資料

・  福岡市の人口は今後20年間増加し、ピークは平成47年（2035年）頃、約160万人に達する。
・　年齢階層別では老年人口が増加し、特に75歳以上（後期高齢者）の人口は今後10年間で約1.5倍に。

75歳以上の人口推計

126,551
132,869

138,473
143,709

150,077
157,416

164,651
170,816

177,771

195,805

185,706

182,034

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
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〔人〕
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医療・介護保険　繰出金・負担金の見通し
（一般財源ベース・経常的な費用のみ）

122 124 127 130 133 136 139 142 145 148 151

113 119 124 130 134 137 141 143 146 148 150

163 170 173 177 185364
377 389

404
418

430 443
455 464 473

486

157151144
138134129

0

200

400

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

〔億円〕

・  老年人口、75歳以上（後期高齢者）の人口の増加に伴い、後期高齢者医療や介護保険等の、
　医療・介護保険関係の繰出金・負担金は、大幅に増加（10年間で30％超の増加）

（２）医療や介護保険にかかる社会保障関係費の見通し

国民健康
保険

介護保険

後期高齢
者医療
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（３）経済的支援等を受けている利用者数の推移

障がい関連の手帳所持者数

4,446
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身体

療育

 ・近年、生活保護世帯や 障がい 者（児）が急増している。

生活保護世帯数・保育所入所児童数

18,038
18,460

19,118

20,096

23,844 23,860 23,929
24,385

25,048
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29,549
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生活保護世帯

保育所入所児童数

平成24年度当初予算
において、初めて歳出
の１割に達した
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高齢

一般財源（億円）

・ 近年の生活保護世帯の増加の傾向や、障がい福祉サービスの利用増加が続けば、扶助費全体は
　今後10年間で30％超の増加となる。
・ なお、予測を超える保育所需要の増加も見込まれること（保育所の待機児童対策など）から、児童
　福祉にかかる扶助費は、さらに増加する恐れがある。

扶助費の見通し（一般財源ベース・経常的な費用のみ）

578 607
622 638 654 671 690

709 728 749
771

（４）経済的支援等（扶助費）にかかる社会保障関係費の見通し
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・ 昭和40年代から50年代にかけて、高度経済成長期や政令市移行期に大量の市有建築物が整備
　されており、これらの老朽化が始まっている。
・市有建築物を維持し、良質な公共サービスを持続的に提供していくために、アセットマネジ
　メントの考え方を導入し、施設の長寿命化や施設運営・保守管理コストの効率化を図ること
　が不可欠となっている。

（５）市有建築物整備の推移
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•　平成22年度にアセットマネジメント実行計画を策定し、施設の長寿命化に取り組んでいるが、公共
　施設等（市有建築物，道路・橋りょう・下水道・公園など）の維持保全・長寿命化に必要な一般財源
　は、今後４年間でほぼ倍増の見通しとなっている。
・　さらに，市有建築物の建替費用が追加的に必要。

（６）公共施設等の維持保全・長寿命化費用の増加

179
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350

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

ア
セ

ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
必
要
な
財
源

（
億
円

）

現行のアセットマネジメント実行計画
に基づく必要財源

4年間で約120億円増

〔億円〕
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重要事業の推進や新規投資のために投入可能な一般財源の推移

▲ 9

▲ 117
▲ 115 ▲ 144 ▲ 149 ▲ 170

294

124
69 74 58

△ 200

△ 100

0

100

200

300

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

〔億円〕

Ｈ24並み（294億円）の投資を行うためには、Ｈ25～
Ｈ28の４年間で合計851億円の財源を確保する必要
がある。

▲236▲220▲225▲170

計画期間

（７）重要事業の推進や新規投資のために使える財源

◆　一般財源の総額はほぼ横ばいで推移するが、①少子高齢化の影響を受けて社会保障関係費を中心とした経常
　的経費の増嵩が続き、加えて、②公共施設等の施設の維持保全・長寿命化のための経費（アセットマネジメント
　経費）が大幅に増加する。
◆　その結果、重要事業の推進や新規投資のために使える財源は、今後、著しく減少していく見込み。
　　　－　仮に、平成24年度と同等の投資水準を維持するには、現在の試算では平成25年度から平成28年度までの
　　　　　4年間で、新たに851億円の財源を確保する必要がある。
　　　－　このままの財政運営では5年後には新規投資が全く不可能になる。
◆　この他に、市民会館や体育館など大規模施設の建替等の財政需要も見込まれており、確保すべき財源は更に
　拡大する可能性がある。
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5 策定の基本的な考え方

○

市役所の仕事のやり方を根本から見直し，ＢＰＲ（業務改革）を行うため，ＩＣＴ活用の基本的な考え方を提示
する。

○

市民からの信頼を得る市役所となるため，行財政改革の目標を，①市民の納得と共感，②組織風土改革，
③財政健全化 とする。

○

量的改革に加え質的改革を進めるため，これまでの「行政改革プラン」「財政リニューアルプラン」（平成２０
年策定／計画期間：H20～H23）を統合・一本化し，「行財政改革プラン」とする。

市民からの信頼

組織マネジメン
ト・事務改善

組織風土改革

人材育成・
活性化

財源の確保

事務事業の
評価・見直し

効率化・
スリム化

財政健全化

行財政改革
【イメージ図】

ムダを省く！

やる気を
引き出す！

市民満足度
を高める！

選択と集中！

市民に信頼
される！

市民の納得と共感

市民との共働

広報・広聴・
情報公開

利便性向上

ＩＣＴ活用

ＢＰＲ
（業務改革）
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6 改革推進における課題

・マーケットリサーチの徹底

・効果的なプレゼン，分かりやすい説明資料

・広報ターゲットに対応した広報媒体の選択

・市民からの意見等への対応進行管理徹底

・システムの全体最適化

・市職員の共働への理解促進

・複雑な課題解決のための仕組みづくり

・信頼感・一体感のある組織づくり

・組織を越えた連携の徹底

・時代や社会の変化を的確にとらえる

・進行管理，フォローアップの徹底

・自ら積極的に考え，取り組むことができる組織

・自ら考える職員の育成，信賞必罰の徹底

・研修等によるマネジメント能力の強化

・チャレンジ精神養成

・民間との連携

・根拠なき「こうなる筈だ」の打破

・社会人経験者等の採用，退職職員の活用

・キャリア能力開発プログラムの導入

・税収効果，雇用増効果の把握

効率化・スリム化

事務事業の評価・
見直し

財源の確保

○事務事業の徹底した見直し
　任意扶助、施設管理、人件費、補助金など

○簡素で効率的な事務執行体制の確立
○外郭団体の見直し
○多様な財源の確保
　税源涵養，市有財産の有効活用，受益者負担の適正化

○効果的・効率的な資源配分に向けた予算編成手法の見直し
　現場による自律的な予算編成，投資の重点化，行政評価手法の見直し

組織マネジメント・
事務改善

・現状に固執せず，もっとチャレンジを！

人材育成・活性化

・「縦割り」による仕事の重複，不一致

・予算がなくてもアイデアを！

・過去の成功事例や成功体験にとらわれないで！

・仕事の進め方にもっとｽｹｼﾞｭｰﾙ感，ｽﾋﾟｰﾄﾞ感を！

・情報発信力の強化！

市民との共働
・市職員の意識・認識不足

・コンプライアンスの徹底を！

・組織横断的な課題への対応の困難さ

・的確でシンプルなガバナンスを！

・組織マネジメントシステムの形骸化

・思い込みにとらわれないで！

・大量退職に伴う技術・情報の継承

・昇任・異動についての職員の不満

・社会保障費の増嵩
・公共施設の維持・更新費の増大
・依然として高い市債残高

・成長戦略を実現するための財源確保

・事務事業の効果測定を！

・市民目線で！

財
政
健
全
化

・伝えたい市民に情報が届かない

・窓口の待ち時間の長期化，混雑

広報・広聴・情報公
開

組
織
風
土
改
革

・課題を見いだし，解決できる組織体制を！

・市民からの意見等への迅速な対応

・添付書類の煩雑さ

市
民
の
納
得
と
共
感

目標像 主な問題点・課題

・ニーズの把握の徹底を！

推進項目

行政手続きの利便
性向上

・区役所改革
・証明サービスコーナー活用，コンビニ交付

・市役所の外の世界を知ること
・市役所の外部，民間との上手な付き合い

想定される主要取組み（案）

課
題
・
問
題
点
の
認
識
は
あ
る
も
の
の

、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
実
行
性
が
不
十
分
で
あ
る

。
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7 検討体制

→これまでの取組みの自己評価，今後の取組みの方向性を検討
→

→

  

★会議は，公開
★H24年５月～９月頃，３月頃，月１回，計６回程度

取組み項目ごとに具体的な課題・事例を提示しながら，今後の取組みの方向性について
評価・提言をいただき，プランに反映

ボトムアップで様々な観点から全職員の意見を吸い上げる（全職員アンケート調査）ととも
に，各局区長がリーダーシップを発揮しトップダウンで推進

議会

説　明
報　告

意　見

○庁内に「福岡市改革プロジェクトチーム」のひとつとして「行財政改革チーム」を設置

○「行財政改革に関する有識者会議」を設置

福岡市改革プロジェクトチーム
市長，副市長，各局区長

　　行財政改革チーム
山崎副市長，
総務企画局長，財政局長　ほか

福岡市

・サービス向上ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ

・組織風土・人材育成ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ

・財政健全化ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ

パブリックコメント

市政アンケートによる
行革取組評価（毎年）

有識者会議傍聴者
等から意見収集

市
民

過去に行財政改革
に関与した職員意見

全職員対象の行革に
関するアンケート

職員ワークショップ
(H23)での意見

全職員対象による
Web意識調査（毎年）

評価
提言

行
財
政
改
革
に
関
す
る

有
識
者
会
議

※顧問
　（助言・指導）
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スケジュール8

２４年度 ２５年度

・
顧
問
就
任

基
本
構
想
・
基
本
計
画

実
施
計
画

行
財
政
改
革
プ
ラ
ン

総
合
計
画

◎
総
合
計
画
審
議
会

 
 
 
 
　
　

（
答
申

）

　
　
 

議
会
提
案

【
原
案

】
策
定

◎
総
合
計
画
審
議
会

　
　
　
　
　
　

（
諮
問

）

行財政改革に関する有識者会議

素案作成

原案作成

【
策
定
方
針

】
決
定

　　　　　（各局による） 改革実行計画検討

5
月

12
月

3
月

パ
ブ
リ

ッ
ク
コ
メ
ン
ト

基
本
構
想
・

　
　
基
本
計
画
策
定

福岡市改革プロジェクトチーム

　　改革実行

　事業実施

【
策
定
方
針

】
決
定

【
原
案

】
策
定

事　業　検　討 事　業　選　定

予　算　編　成

原案作成

整
合

（投資額調整）

【
素
案

】
策
定

10
月

【
素
案

】
策
定

素案作成

パ
ブ
リ

ッ
ク

　
　
　
コ
メ
ン
ト

10年間の長期
計画
(H25～H34)

4年間の中期
計画
(H25～H28)

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

将来の都市像
を定めたもの
(目標年次なし)

・既存事業の総点検
　（スプリングレビュー）
・大規模事業課題整理
・組織体制課題整理　　等
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〈参考〉　総合計画と行財政改革プランとの関係

（部門別計画）

【　総　合　計　画　】

　◇現在：昭和62年10月策定　目標年次：なし

　◇現在：平成15年３月策定　目標年次：平成27年

　◇現在：平成20年６月策定　（平成20年度～平成23年度）

具
体
化

基本構想

基本計画

実施計画
（政策推進プラン）

将来にわたる福岡市の都市づくりの
長期的に目指す都市像を示したもの
で、本市のさまざまな計画や、市政運
営の、最終的な共通の目標となるもの

基本構想で定めた都市像の実現に
向けて，総合的、体系的に施策展開
を整理した10年の長期計画

基本計画を推進するにあたって，具
体的事業を示した４年の中期計画

※ 現在新たな基本構想・　基本計画を策定中
　　（H24.12以降に議会提案予定）

※ 基本構想・基本計画策定と平行して検討中
　　（基本計画策定後，H24年度中に原案策定予定）

　◇現在：平成20年６月策定　（平成20年度～平成23年度）

行政運営の仕組みや発想，手法を抜本
的に見直す行財政改革の基本的な方針
を定めて，必要な財源を確保するもの。

行財政改革プラン

連
動

人材育成・活性化プラン

外郭団体改革実行計画

情報化推進プラン
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